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要 旨 

本稿は 2003 年、中国人民解放軍政治工作条例に現れた三戦の定義

等およびエア・パワーに関する三戦の事例について紹介、整理した

ものである。 

 

要 点 

１ 国を挙げての三戦への取り組み 

三戦は孫子の不戦屈敵に源を発し、毛沢東が主唱した瓦解戦の実

現に用いられ、軍のみならず、国家を挙げて実施されている。 

２ 三戦の意義 

国内に向けては山積する問題から中国国民の目をそらすことに、

また、国外に向けては中国の能力が実力よりも高いと認識させるこ

とも目的の一つであろう。 

３ 三戦の実態 

三戦には国家元首による戦略的メッセージの発信から、新兵器導

入の報道、末端部隊による諸活動など（例：航空機の異常な接近）

があり、わが国に対しては、首相の靖国神社参拝に伴う歴史問題提

起に至る重層性および尖閣諸島の領有権の主張等にすでに三戦の遂

行が伺える。また、エア・パワーの領域においても防空識別区の設

定等、三戦が遂行されているものと見られる。 
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１ 三戦とは(1) 

三戦は 2003 年、中国共産党（以下「共産党」という。）中央委員会
(2)および中央軍事委員会（以下「中央軍委」という｡）において採択さ

れ、中国人民解放軍政治工作条例(3)に「輿
よ

論
ろ ん

戦、心理戦、法律戦を実施

し、瓦解工作(4)、反心理・反策反(5)工作、軍事司法および法律服務工作

を展開する。」と記載された（「瓦解工作」とは「組織崩壊活動」、

「反心理工作」とは「心理的攻撃への対抗措置」、「反策反工作」とは

「敵の内部に入り込み密かに行う寝返り工作活動への対抗措置」、「法

律服務工作」とは「法律に関する業務」をいう｡）。三戦は相互に密接

な関係があり、明瞭な区分は不可能である。例えば輿論戦は心理戦と法

律戦に効果のある国内外の與論を提供し、法律戦は輿論戦と心理戦に法

律的な根拠を与える。三戦は中国の得意とする宣伝を用いて敵の弱体化

を目指すことから、非対称戦の一部とも考えることができる。三戦それ

ぞれの定義を次に示す。 

(1) 輿論戦 

自軍の敢闘精神の鼓舞、敵戦闘意欲の減退を目的とする内外與論の

醸成をいう。新聞、書籍、ラジオ、テレビ、インターネット、電子メ

ールなどのメディアと情報資源が総合的に運用される。常用戦法には

「重点打撃（敵指導層等の決断に影響を与える｡）｣、「情報管理（有

利な情報は流布する一方、不利な情報は制限する｡）」等がある。 

(2) 心理戦 

敵の抵抗意志の破砕を目的とする。常用戦法には「宣伝（テレビ、

インターネット、印刷物散布等により敵の思考、態度等を変化させ

る。）」、「威嚇（軍事演習、有利な戦略態勢、先進兵器の誇示によ

り敵の認識、意志に影響を及ぼす｡）｣、「欺
ぎ

騙
へ ん

（真実を偽装して敵の

決定と行動を誤らせる｡）｣、「離間（指導者と国民、指揮官と部下の

間に猜
さ い

疑心等を生ぜしめ、自軍が乗じる隙
す き

を作為する｡）｣、「心理防

護（士気低下の予防、督励、カウンセリング、治療により、自軍に対

する敵の心理戦活動を抑制・排除する｡）」がある。 
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(3) 法律戦 

自軍の武力行使、作戦行動の合法性を確保し、敵の違法性を暴き、

第三国の干渉を阻止することで自軍を主動、敵を受動の立場に置くこ

とを目的とする。軍事作戦の補助手段として用いられる。 

なお、三戦は共産党の政治経済を統括する中央委員会で採択された

ことから、単に軍のみではなく、国家を挙げて三戦を遂行することが

決定されたものと推測される。主体が軍以外と思われる例は、次のよ

うなものがある。 

例１：外交部は安倍首相の靖国参拝（2013 年 12 月）に対し国際的な

批判を展開（輿論戦） 

例２：中国漁船がわが国領海を侵犯、海上保安庁の巡視船に体当たり

を行ったため、船長を逮捕、勾留（2010 年９月）したことに

対し、漁業監視船の領海侵犯、中国国内の４カ所で数百人規模

の反日デモ、レアアースの日本への輸入停止（輿論戦、心理

戦） 

例３：海南省は農業部が所管する「漁業法」の下部規則としての「海

南省漁業法実施規則」に修正を加え（2013 年 11 月）、同省周

辺海域からベトナム漁船を法的に排除（法律戦） 

例４：国務院の海洋行政主管部門は中華人民共和国海島保護法を

2010 年 3 月に施行し、中国の海洋権益を保護（法律戦） 

 

２ 三戦の意義 

 前節において中国は国家を挙げて三戦を推進しているものと推定され

ることを述べたが、本節では中国における三戦の意義を示す。 

(1) 内政から見た意義 

共産党の正統性(6)は経済発展による生活水準および中国の国際的地

位の向上にあり(7)、これが実現しない場合には国民からの支持が失わ

れる可能性がある。よって、共産党の執政には経済発展の維持を目指



エア・パワー研究 第２号 

- 116 - 

す資源、市場および輸送路の確保、さらには国民から外交姿勢への批

判が出ないようにすることが不可欠である。資源等の確保を目的とし

た島嶼
し ょ

の領有権に関する南シナ海、東シナ海での中国公船、官用機の

活動はその一端を示す好例と考えられる。 

現在、この正統性に負の影響を与える、経済格差拡大、環境破壊、

共産党・政府幹部の汚職、少数民族の独立運動などの問題が国内に山

積し、これらに不満を持つ国民が起こした暴動（群体事件）の件数は

2005 年に８万７千件であったが、2010 年には 18 万件にも達した(8)。

中でも共産党員の汚職に関しては共産党自身も重大な危機と認識して

おり、第 18 回共産党大会（2012 年）直後には習国家主席が「虎もハ

エも（地位が高い者も低い者も）取り締まる。」と表明し、実際の取

り調べはこれまでにない高位の者（中央委員会最上位の政治局常務委

員：周永康）にまで及んでいる(9)。さらにはウイグル人の反政府運動

も多くの事件が報道され(10)、公表された軍事費よりも治安維持費が

高いこと(11)には、共産党の治安維持に対する姿勢が表れていると考

えられる。 

 (2) 外交・安全保障の面から見た意義 

ア  世界との関係 

鄧小平以来、経済建設重視の観点から外交方針は「韜光
と うこう

養
よ う

晦
か い

  

有所
ゆ うしょ

作為
さ く い

（能力を隠して好機を待ち、なすべきことをする）」であ

った(12)が、やがて国力が増進すると、2009 年に胡錦濤は「国家の

主権と安全、発展の利益の擁護」を重視するため、外交方針を「堅

持韜光養晦、積極有所作為（能力を隠して好機を待つことは堅持す

る一方で、なすべきことは積極的に行う）」に変え、海外に影響力

を及ぼし始めた。一例として現在、中国は自分たちの支持を獲得す

るために世界各国へ孔子学院、孔子教室を展開し、かつ世界各国か

ら留学生を受け入れるなど(13)（輿論戦、心理戦）、三戦は重要視

されているものと考えられる。 
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イ 米国との関係 

2013 年６月、習主席の訪米時、首脳会談での「太平洋は米国と

中国が分け合うのに十分な広さがある｡」との発言(14)から分かるよ

うに中国が考える米国との新大国間関係とは、アジアにおける米国

の影響を排除することである。しかしながら、世界第２位の経済大

国となったものの外交・軍事等の面において中国は米国と対等の影

響力を行使するまでに至っていない。このため、A2/AD（Anti 

Access/Area Denial）に用いられるもので、電子・サイバー戦、弾

道・巡航ミサイルおよび高度な航空防衛力等、非対称能力を含むフ

ルスペクトラムな能力の急速な整備を進めてはいるが、対称領域で

は、いまだ、米国と対等の能力を有するに至っておらず、三戦が重

要な要素となっている。例えば親中的な政策を実現させる目的での

米国政治家に対するロビー活動や、有力な中国支持者の獲得を目指

しての著名なシンクタンク、大学等への研究者および留学生派遣に

よる人脈作りなどが報道されている(15)。これらは、いずれも三戦

（輿論戦、心理戦）の一環と見るべきであろう。 

(3) その他の面から見た意義―「政治将校の再興」 

旧ソ連軍同様、革命軍の出自である解放軍には、自軍内部での反乱

等を防止するための政治将校(16)が制度化されている。しかしながら

「三つの代表(17)」論を提起した共産党が階級政党から国民政党へと

脱皮したことで、軍の共産党への忠誠は陰りを見せ、かつ政治将校に

対する軍内の視線は厳しくなりつつあった。このため政治将校を再度

活用する目的で新たな任務として三戦の遂行が付与されたと考えられ

る。 

なお、三戦が定義される以前から、宣伝、心理戦、法律は政治将校

の担当であったとされる(18)。 
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３ 三戦の事例（戦略的メッセージ） 

本節では中国による三戦の事例のうち、戦略的メッセージとして用い

られた例を示す。 

(1) 習主席によるアジア相互信頼醸成措置会議（2014 年５月）での

基調演説(19)  

習主席は「アジアの問題は結局、アジアの人々が処理しなければな

らず、アジアの安全は結局、アジアの人々が守らなければならな

い。」と演説した。 

これはアジアを中心とした秩序構築という参加国(20)のナショナリ

ズムに訴えかけ（輿論戦）、今後の動向によってはこのための枠組み

を制定する（法律戦）ことで、アジア地域からの米国の影響力排除を

企図したものとも考えられる。 

(2) 習主席の「空天一体、攻防兼備型空軍」への言及(21)（2014 年４

月 14 日） 

習主席は部隊視察時に「空天一体、攻防兼備の（空中・宇宙を一体

とする、攻撃・防御のバランスのとれた）強大な空軍の建設」を目指

し、「空軍は戦略軍種」であることを表明した。国家主席がこれらに

言及するのは初めてであるが、この表明が、米国防省による「2014

年度版Quadrennial Defense Review」の発表の１カ月後に行われたとい

うことである。すなわち、軍のリバランスを打ち出しながらも、財政

面の制約等によりリバランスの実現に困難が予想される米国に対して、

宇宙空間を含めた空軍力を向上させるとの中国の意図を明確に示すこ

とで、中国軍の能力を米軍と同レベルまで高めることを米国に黙認さ

せる効果を狙ったもの（心理戦）とも考えられる。また、中国国内に

向けては全国民を鼓舞するためのもの（輿論戦）とも思われる。 
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４ 三戦の事例（A2/AD） 

 本節では中国が行っているとされる A2/AD に関わる三戦の例を示す
(22)。 

(1) 輿論戦 

中国は、①地域安定を崩すのは誰かという疑問、②中国からの報復

の恐怖を米国およびその同盟・協力国へ認識させる目的、で国家のあ

らゆるマスメディアを通して輿論戦を実施している。これは攻勢・防

勢双方で用いられ、前者では、①核および通常兵器の両方に関する軍

の近代化、②経済力、③核心的利益に対する侵害への警告、等が主題

となり、後者では中国の過去百年に及ぶ屈辱の歴史が主題に選ばれる。 

(2) 心理戦 

情報を扱う者、決心を行う者に影響を及ぼすため、下は個々の兵士

から上は意思決定者まで、軍人および民間人を対象に心理戦は実施さ

れている。米国およびその同盟・協力国に、①米国の勝利は期待でき

ないこと、②それゆえ米国に加担せぬ方が得策であること、を信じ込

ませるために、例えば軍の能力が強大であると宣伝している。東風

21D 対艦弾道弾に関する議論は米空母派遣に対する有効な対策となり、

軍の演習「使命行動-2013（Mission Action-2013）」には台湾への威圧

も含まれている。 

(3) 法律戦 

例として、国連海洋法条約が定めている排他的経済水域（EEZ）は、

他国による軍事活動について、特に規制していないが、中国はその独

自の解釈を行い、それに基づき、他国に対して軍事活動であっても規

制を実施している。関連事案として、2009 年３月には米海軍の調査

船に対して、中国海軍、中国政府関連船舶および中国漁船の進路妨害

事件が発生している。さらに中国は、米国が同条約を未締結であり、

この問題に関与できないことを利用し、①米国の締め出し、②米国に

よる介入への法律的な問題および正当性に関する疑問の提起、を図っ
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ている。また、法律戦は何が法的に正しいかだけではなく、法的手段

を駆使して軍事作戦を支援することにも主眼が置かれ、米軍の作戦の

遅滞あるいは指揮官の更迭などを企図しているものと見られる。 

 

５ 三戦の例（東シナ海における中国軍の活動） 

東シナ海における最近の中国軍の活動（エア・パワーに関する事項）

を表に示す。本表は第１節に示した三戦に関する考え方と中国軍の活動

に照らし合わせ、一次整理として分類したものである。 

 

表 最近の東シナ海における中国軍の活動 

事 例 対象 目 的 手 段＊ 三戦の分類 

 

１ 防空識別区の設定 

2013.11 

 

国内 自国民の精神的鼓舞 ・情報管理（有利な情報の

流布） 輿論戦 

国外 
防空識別区からの敵性

航空機排除 

・重点打撃（敵指導層の決

断に影響） 輿論戦 

・宣伝（メディアによる敵

思考等変化） 心理戦 

・合法性の確保 法律戦 

２ 領空侵犯等 

・初の領侵Y-12 

2012.12 

・無人機尖閣付近飛行 

2013. 9 

・中国軍機異常接近 

2014.5 

国内 自国民の精神的鼓舞 
・情報管理（有利な情報の

流布） 輿論戦 

国外 

尖閣諸島が係争地であ

る旨の国際的イメージ

の作為 

・重点打撃（敵指導層の決

断に影響） 輿論戦 

・威嚇（軍事演習等） 

・宣伝（メディアによる敵

思考等変化） 
心理戦 

・合法性の確保 法律戦 

３ 新兵器等の導入 

・対艦弾道誘導弾、初期 

運用段階到達（米高官） 

2010.12 

・ステルス戦闘機初飛行 

J-20：2011.1 

J-31：2012.10 

・空母保有 2012. 9 

・ステルス無人攻撃機 

初飛行 2013.11 

国内 自国民の精神的鼓舞 ・情報管理（有利な情報の

流布） 輿論戦 

国外 

軍の近代化による敵性

国家の中国への抵抗意

志破砕 

・情報管理（有利な情報の

流布） 輿論戦 

・威嚇（先進兵器の誇示） 

・宣伝（メディアによる敵

思考等変化） 
心理戦 

＊手段については「１ 三戦とは」を参照。 
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６ まとめ 

三戦に関する考え方、意義、実例を見るに、三戦とは中国にとって有

利な環境、条件を作り出すことを目的として行われる武力を用いない非

対称戦と考える。これは孫子の不戦屈敵の思想にのっとったものともい

える。今後は三戦の全体像について、今一歩分析した後、エア・パワー

に焦点を当てた事例に対象を絞り込み、航空自衛隊の施策に反映すべき

事項について検討を進める。細部内容は次のとおり。 

(1) 中国における三戦の組織的（機関、発信元）実施要領および中央

軍委採択（2003 年）前後における三戦の役割の変化について、関

連文書を分析 

(2) 米軍が三戦をどのようにとらえ、どのように対処しようとしてい

るのか、米軍のドクトリン等を中心に分析 

(3) エア・パワーに関する事例を、心理、輿論、法律戦という観点か

らさらに分析し、理論的に整理 

(4) その後、航空自衛隊として、反映すべき事項の抽出と検討 
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 注 釈 

(1)  防衛省防衛研究所編『中国安全保障レポート』防衛省防衛研究所、2011年、10頁。 

(2)  共産党の最高指導機関。 

(3)**軍内における政治工作の基本法規であり、各級政治部、各級政治委員などの任務・職責、

政治工作の強化、共産党の軍に対する絶対的指導等が示されている。天児慧ほか編『現

代中国辞典』岩波書店、1999年、582頁。 
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